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Abstract This paper proposes a practical methodology to fulfill the user "Competence" requirement of ISO/IEC 

42001. It advocates for the application of "Language Arts" (Gengo Gijutsu), a system for logical communication, 

and presents two core skills: "Structuring Instructions" for structuring user inputs and "Decomposing Facts and 

Opinions" for evaluating AI outputs. Through an empirical experiment with 8 participants, this study 

demonstrates that these skills provide an effective bottom-up approach to fulfilling the standard's requirements, 

including Clauses 7.2 (Competence), 8.1 (Operational planning and control), and 9.1 (Monitoring, measurement, 

analysis and evaluation). Furthermore, an analysis of qualitative and quantitative data reveals the cognitive load 

limitations rooted in high-context culture, highlighting the necessity of corporate education and resource allocation 

for sustainable AI operations. 

1. はじめに

1.1 本稿が論証する課題

生成系 AI（以下,AI）の業務利用は,その出力の品質と信頼性を組織的に担保するという新たな

課題を提示している.この課題に対し,国際規格「ISO/IEC 42001:2023 Information technology - 

Artificial intelligence - Management system」（以下,ISO 42001）[2]は,AIを責任をもって利用

するためのマネジメントシステムに関する要求事項を規定した.なかでも「7.2 力量」は,AIパフ

ォーマンスに影響を与える業務を行う人々が必要な力量を備えていることを確実にするよう要求

している.これは,AI利用の品質が最終的にそれを利用する「人間」に依存することを示す重要な

規定である.しかし,同規格は獲得すべき力量の具体的な内容や,それを実現するための実践的手

法（How）までは詳細を規定しておらず,各組織に委ねられている [4]. 

AIの中核技術である大規模言語モデル（LLM）は自然言語による対話が可能であるため,直感的

に操作できると錯覚させやすい.しかし,内部動作はブラックボックスであり,人間と AI のインタ

ラクション（Human-AI Interaction）においては,AIが生成したもっともらしい誤情報を利用者が

無批判に鵜呑みにしてしまうリスクが内在している.本稿の目的は,この認知的課題を乗り越

え,ISO 42001が求める「力量」を具体的なスキルセットとして提示し,人間中心の AI活用 [6]を

誰もが実践できる形で論証することにある.
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1.2 論文の構成 

本稿ではまず,人間と AI のコミュニケーションギャップに起因するリスクを「品質劣化の七層

モデル」として構造化する.

次に,その解決策として論理的対話スキルである「言語技術」[1]を応用した 4 つの手法を提案す

る.さらに,実務担当者 8名による実証実験の定量・定性データに基づき,提案手法が利用者の行動

変容とメンタルモデルの補正に与える効果を分析し,最終的にこれらの手法が ISO 42001 の要求

事項を現場レベルからボトムアップで満たすことを証明する. 

2. AI利用における品質リスクの構造：品質劣化の七層モデル

AI 利用における品質劣化の根本原因は,人間と AI のコミュニケーション様式の差異にある.日

本の言語教育の背景にある「高コンテキスト文化」[3]では,暗黙の了解や行間を読むことが前提と

なる.対して AI は,原理的に文脈を忖度しない極めて「低コンテキスト」なシステムである.この

ミスマッチを認識せずに AI を利用することが,品質劣化の引き金となる.筆者は,この品質劣化が

引き起こす因果の連鎖を定義するにあたり,次章で詳述する「言語技術」[1]の基礎概念である「空

間配列」のロジックを応用した.空間配列は本来,対象を全体から部分へと一方向で規則的に捉え

る手法であるが,本モデルではその「手戻りのない一方向の視点移動」という構造的特長を利用し,

ベクトルを内から外（ミクロからマクロ）へと反転させて適用している.すなわち,個人の内面（認

知バイアス）で発生した認識ミスが,目の前の対話プロセスを阻害させ,最終的に組織全体という

外部空間へと「一方通行で波及していく不可逆なプロセス」として構造化したものが,以下の「品

質劣化の七層モデル」（表 1）である.

表 1.品質劣化の七層モデル 

第 1 層：表現の自然さへの過信 AI の出力が流暢なため, 

内容を吟味せず「正しい」と思い込む. 

第 2 層：前提・条件の非言語化 指示が曖昧になる. 

本来言語化すべき前提や条件を AI の解釈に委ねる. 

第 3 層：判断主体の曖昧化 「AI が言っているから」を判断の根拠とし, 

責任の所在が不明確になる. 

第 4 層：検証・反証工程の形骸化 AI の出力を「正解」とみなし, 

批判的な検証やファクトチェックを怠る. 

第 5 層：原因分析の言語化不能 問題発生時,自身の指示の問題点を言語化できず, 

学習が阻害される. 

第 6 層：判断基準の非共有化 個人の AI 利用がブラックボックス化し, 

チーム内で AI 利用の品質基準が共有されなくなる.

第 7 層：不安定運用の組織的拡散 検証されないプロセスが組織全体に横展開され, 

不安定な AI 活用が常態化する. 

AI利用者が陥る「もっともらしい文章への盲信」や「プロンプトの曖昧さ」は,個人の ITリテ

ラシーの欠如というよりも,上記の構造的な認知バイアスと文化的なコミュニケーションの癖に

起因している.

3. 課題解決のアプローチ：言語技術の適用

前述の品質リスクを克服するためには,単なる AI ツールの操作スキル（プロンプトエンジニア

リング等の IT スキル）ではなく,高コンテキストな思考を低コンテキストへと意図的かつ強制的

に変換するスキルが必要である.本稿では,三森ゆりか氏が提唱する「言語技術」[1]を応用し,以下

の 4つの手法を解決策として提示する.
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3.1 入力品質の向上（第 2層への対策） 

(1) 指示の構造化

「問いの型」と呼ばれるフレームワークを用い,AIへの指示を「主題（何をさせたいか）」「根拠

（背景・条件）」「まとめ（出力形式）」の見出しを用いて構造化し,前提条件を明示する手法であ

る.複雑なタスクであっても,人間側が情報を論理的に分割して入力することで,AI 内部での段階

的な推論,すなわち Chain-of-Thought（思考の連鎖）を効果的に引き出し,出力の精度と安定性を

高める役割を果たす[5]. 

(2) 主語の明記

日本語に特有の主語の省略を排除し,「誰が」「何が」をプロンプト内に常に明記することで,AI

の文脈誤認を防ぐ. 

3.2 出力品質の担保（第 1層・第 4層への対策） 

(1) 事実と意見の分解

AI の出力を,証拠によって検証可能な客観的な「事実」と,AI の推論や評価に基づく主観的な

「意見」の 2つの要素に分解・峻別して読解する技術である. 

(2) WHYによる深掘り

AIの出力した意見や推論に対し,無批判に受け入れるのではなく「なぜ有効なのか」「その根拠

は何か」と客観的事実を繰り返し要求し,批判的検証を行う対話プロセスである. 

4. 実証実験の概要

4.1 実験の目的と設計

提案した 4つの手法の有効性を検証するため,ソフトウェアテスト実務経験者を含む,IT企業の

研究開発部門スタッフ 8名を被験者とする対照実験を実施した.被験者を「手法ありグループ（チ

ーム A：4名）」と「手法なしグループ（チーム B：4名）」に分け,人事課題に関するレポート作成

を AIを用いて行わせた. 

実験は 2 つのお題で構成した.お題 1 では,チーム A のみに事前に 4 つの手法を学習させた状態

で実施した.続くお題 2 では,手法を知らなかったチーム B に対しても 4 つの手法を学習させ,適

用前後の行動変化（対照実験および同一被験者内の変化）を測定した.各お題の制限時間は 15 分

間とし,対話ログ,最終サマリー（200文字程度）の成果物,ならびに事後アンケートを収集した. 

4.2 評価指標 

本実験では,以下の 3つの観点から独自の評価基準を設け,分析を実施した. 

(1) 対話行動の定量評価

対話ログを用い,各被験者の入力における「指示の構造化」「主語の明記」の有無や,出力に対す

る「WHYによる深掘り」の出現率などの手法実施率を測定した. 

(2) 成果物品質と低コンテキスト化の評価

最終サマリー（200文字程度）を対象に「事実と意見の混入率」を測定した.具体的には,AIの

推測や一般論（例：「心理的安全性が確保される」等）が事実として断定的に引用されていない

か,あるいは具体的な数値・固有名詞などの客観的データが適切に組み込まれているかを評価し

た. 

(3) 意識変化とメンタルモデルの評価

全被験者への 5段階評価アンケート（CSスコア）による受容度・納得感の集計に加え,自由記述
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に記載された「気づき」や「実践における認知的負荷（時間不足や読解の難易度）」を抽出した.

これらを「品質劣化の七層モデル」の各階層へマッピングし,言及率を算出することで,メンタル

モデルの補正効果と属人性リスクを定性的・定量的に評価した. 

 

5. 実証実験の結果と分析 

5.1 対話行動の定量的な変化の確認 

実験ログの分析から,手法の適用が利用者の対話行動（低コンテキスト化および検証行動）に対

して明確な行動変容をもたらすことが定量的に確認された.特に,手法を持たない状態から手法を

学習したチーム Bの行動推移に着目すると,その効果は以下の通り明確に確認された. 

 

(1) 入力プロセスにおける低コンテキスト化の成功 

手法を持たないチーム B（お題 1）において,「指示の構造化」の実施率は 0%（4 名中 0 名）で

あり,お題文章の単純な転記による高コンテキストな指示に留まっていた.しかし,お題 2 で手法

を適用した後には,50%（4名中 2名）が自発的に見出しを用いてプロンプトを構造化した.「主語

の明記」についても,適用前の 25%から適用後は 75%へ向上しており,AI への要求事項の低コンテ

キスト化が図られた. 

 

(2) 出力プロセスにおける検証・反証行動の出現 

前項と同様にチーム B の対話ログを確認すると,出力に対する「検証・反証行動」の出現におい

ても明確な推移が見られた.「WHYによる深掘り」の実施率は,手法を持たない状態（お題 1）では

0%であった.被験者は AI の回答を「正解」とみなし,体裁の要約指示のみで対話を終了していた

（検証工程の形骸化）.しかし,お題 2で手法を適用した結果,「WHYによる深掘り」の実施率は 75%

（4名中 3名）へと向上し,「なぜ有効なのか？」「心理的負担にならないか？」「他社の実例はあ

るか？」といった,事実確認と根拠の要求を連続して行うプロセスが形成された. 

 

5.2 意識変化とメンタルモデルの補正（七層モデルの克服） 

アンケートの自由記述を分析した結果,参加者自身が自らの認知バイアスに気づき,メンタルモ

デルが明確に補正されたことが確認された. 

 

(1) 第 1層（表現の自然さへの過信）への自覚 

自由記述において,全 8 名中 2 名（25%）が「これまで『〇〇傾向』といったもっともらしい発

言を疑問に思わず受け入れていた」「それらしい文章に納得してしまい疑問を持てなかった」と,

自身の AI に対する過信を明示的に自己申告した.これは,利用者が AI の流暢な出力を無批判に受

け入れる傾向を自身で認識できるようになったことを示している. 

 

(2) 第 4層（検証・反証工程の形骸化）からの脱却 

全 8名中 4名（50%）が「常に『なぜ？』と思い AIに問う意識を持つべきだった」「深掘りする

と問題点が浮き彫りになることがわかった」と記述した.これまでのプロセスにおいて検証行動が

不足していたことが見直され,深掘り（WHY）の必要性が認識されている. 

 

(3) 第 5層（原因分析の言語化不能）の克服と課題 

対象課題を実施した全 8名の全員が,AIの出力結果に対し「心理面への偏重」「現場の余裕とい

う前提の欠落（理想論）」といった AIのバイアス（推論の偏り）を自力で言語化し,指摘すること

に至った.これは,利用者が AIの不透明な出力を客観的に分析・評価する技能を実践できたことを

示している. 

 

5.3 実践におけるミクロな限界と属人性リスク 

一方で,本手法の適用には実践上のミクロな限界（認知的負荷の高さ）が存在することも確認さ

ソフトウェア品質シンポジウム2026



れた.アンケートにおいて,全 8 名中 4 名（50%）が「情報を読み込み,処理する時間が足りない」

「主語を考えている間に時間が経過した」と,時間的資源の不足を報告した.さらに「事実と意見

に分解することが個人的には難しい」と,要素分解そのものの読解難易度の高さを申告した割合も

全 8 名中 4 名（50%）であった.また,成果物（最終サマリー）の分析では,手法を用いて事実と意

見を分解できたにもかかわらず,最終的な文章を構築する段階になると,作成された全 16 件のサ

マリーすべてにおいて「〜によりイノベーションが促進される」といった AI の推測を,確定した

事実であるかのように断定して引用していた（第 3 層：判断主体の曖昧化）.つまり,本手法は常

に批判的思考を求めるため認知的負荷が高く,日常業務において属人性（個人の読解力や言語能力

による品質のばらつき）を完全には排除しきれない課題が残っている. 

 

6. 考察：ISO 42001要求事項のボトムアップ的充足 

本章では,前章の実証データに基づき,提案手法が ISO 42001の各要求事項を現場レベル（ボト

ムアップ）でいかに充足するかを考察する. 

 

6.1 7.2 力量（Competence）の充足 

アンケートにおいて,手法を「他メンバーにも習得させるべき必須スキル（力量）か」という設

問に対し,全員が 4 以上をつけ,平均スコア 4.88 という極めて高い受容度を示した.さらに,手法

適用直後に AI の「推論の偏り」を自力で特定できるようになった結果は,短時間の訓練で規格が

求める「力量」を一定水準で満たし得ることを示している. 

 

6.2 8.1 運用の計画策定及び管理の充足 

規格はプロセスに関する「基準の設定」を求めている.「問いの型」を用いた入力の構造化は,

属人的で曖昧になりがちな人間の指示プロセスに対し,「主題・根拠・まとめ」という明確なプロ

セスの基準（入力フォーマットの標準化）をシステム運用に組み込む手段となり,運用管理の要件

を満たす一助となる. 

 

6.3 9.1 監視,測定,分析及び評価の充足 

AIのブラックボックスな出力をそのまま受容するのではなく,「事実と意見の分解」によって客

観的事実と主観的意見に峻別し,「WHY による深掘り」によって妥当性を検証する行動（実施率 4

名中 3 名[75%]）は,規格が求める「妥当な結果を確実にするための監視,測定,分析及び評価」と

いう活動に該当する. 

 

6.4 7.3 認識（Awareness）および 7.1 資源（Resources）への示唆 

規格の「7.3 認識」では,AIの不適切な利用がもたらす意味への理解を求めている.実験におい

て「もっともらしい文章を過信していた」と被験者が言及した結果は,本手法が従業員に対しリス

ク認識を促す教育的アプローチとして機能することを示している.また,「7.1 資源」の観点から

見ると,実験で報告された「認知的負荷による時間不足（全 8名中 4名[50%]が申告）」は重要な示

唆を持つ.AI の長文出力を人間が適切に読み解き,真偽を判定（検証）するためには,組織が計画

的に「検証のための十分な業務時間（資源）」を確保する必要があることを示唆している. 

 

6.5 附属書 B B.9.3 AIシステムの責任ある利用のための目的（透明性・説明可能性）の確保 

LLM自体は本来ブラックボックスであるが,「WHY」によって論理プロセスを追及する行動は,AI

に対してその根拠（説明可能性）と客観的事実（透明性）を明示的に要求するアプローチである.

これは,利用者側の対話スキルによってシステムに対する「信頼性」を担保する有効な手段として

寄与する. 

 

7. おわりに（結論と今後の課題） 

本稿は,ISO 42001が抽象的に要求する利用者の「力量」を,「言語技術」という具体的な「How」
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を適用することで充足できることを検証した.その主旨は,「指示の構造化」が運用の明確な基準

（8.1）の確立に貢献し,「事実と意見の分解」と「WHYによる深掘り」が客観的な監視,測定,分析

及び評価（9.1）のボトムアップな実践を促進するという点にある.AIの専門家ではないビジネス

パーソンであっても,これらのヒューリスティクスを用いることで,AIとの認知的なギャップを埋

めることができる. 

 

しかし,実験で確認された「時間的余裕の不足」や「読解難易度の高さ」といったミクロな限界の

根本原因は,現在の日本の言語教育が依然として高コンテキストな「行間を読む」文化から脱却し

きれていないという「マクロな限界」に起因している.公的な学校教育に早期の変革を期待できな

い以上,企業は自律的な対策を講じる必要がある.結論として,ISO 42001に基づくマネジメントシ

ステムを組織内で有効に機能させるためには,トップダウンのルール整備と並行し,企業教育の正

式な枠組みの中に「言語技術」を必須のカリキュラムとして導入することが不可欠である.さらに,

それらを実践するための「時間的資源」の確保が両輪として揃って初めて,AIの流暢さに騙される

「品質劣化の七層モデル」を克服し,持続可能で信頼性の高い AI マネジメントシステムが実現可

能になると考える.本稿が対象外とした第 6層（判断基準の非共有化）や第 7層（不安定運用の組

織的拡散）に関する,チーム単位での品質基準共有プロセスの構築については,今後の研究課題と

したい. 
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付録：「言語技術」に基づく AI対話の実践手法（実証実験における教示内容） 

 

本付録では,第 3 章で提案し,実証実験において被験者に適用させた「言語技術」に基づく 4 つ

の手法の具体的な定義および使用例について詳述する.本手法は,高コンテキストなコミュニケー

ション習慣を持つ人間が,低コンテキストなシステムである AI と適切に協働するための実践的ガ

イドラインである. 

 

1. 入力品質の向上（AIへの指示プロセス） 

 

1.1 指示の構造化 

プロンプト（AIへの指示）を散文的に記述するのではなく,「主題」「根拠」「まとめ」の 3 

要素に論理的に分割して記述する手法である.重要なのは,特定のフォーマットに完全に合致させ

ることではなく,自身の要求をこの 3要素に分解して整理する「思考の型」を適用することにある. 

 

主題 ：何をさせたいか（タスクの目的） 

根拠 ：背景,制約条件,含めるべき要素 

まとめ ：最終的な出力の形式やトーン 

 

【NG例（日本人に散見される高コンテキストな指示）】 

「A 社から提案されたシステムだけど,今回は見送るから,角が立たないようにお断りのメール

を作って.次はあるかもって感じを含めてやってみて.」 

 

【指示の構造化の適用例】 

 

主題 ：A社に対し,システム導入を見送るお断りのメールを作成してください 

根拠 ：提案内容 ：新しい顧客管理システム 

見送る理由 ：今年度の予算上限を超えているため 

必須条件 ：提案への感謝を伝えること 

今回は見送るが今後の関係は続けたい意向を示すこと 

まとめ ：件名を含めた,標準的とされるビジネスメール形式にすること 

丁寧で誠実なトーンにすること. 

 

1.2 主語の明記 

日本語の特性として許容されがちな「主語の省略」をプロンプト内において厳格に禁止する.「誰

が」「何が」といった行為の主体や対象を一切省略せずに記述することで,AIの文脈誤認（ハルシ

ネーションの誘発）を未然に防ぐ. 

 

2. 出力品質の担保（AIからの回答評価プロセス） 

 

2.1 事実と意見の分解 

AIが生成した流暢な回答をそのまま受容するのではなく,テキストを要素分解し,客観的な「事

実」と主観的な「意見」に明確に峻別する評価技術である. 

 

事実 ：10人が 10人同じものを観て,同じ認識を持ち,同じ回答をする事象 

意見 ：人によって解釈や回答が変化する事象 
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【分解の適用例】 

 

「バラは美しい」 

「バラ」は事実,「美しい」は意見 

 

「ベートーベンはドイツの偉大な作曲家である」 

  「ベートーベンはドイツの作曲家」は事実,「偉大」は意見 

 

利用者はこの分解結果を基に,「事実」を前提としつつ「意見」に対しては検証工程へと移行す

る. 

 

2.2 WHYによる深掘り 

前項の分解によって「意見（推測や一般論）」に分類された AI の出力,または不明瞭な点に対

して, 

「WHY（なぜ）」を用いた再質問を行うことで批判的検証を実施する手法である. 

 

「いつ・どこで・だれが・なにを・どのように」というすべての事象に対して「なぜそう言える

のか？」「その根拠となる客観的なデータや事例は何か？」と深掘りを行い,AI に「事実」の提示

を要求する.これにより,ブラックボックス化された AI の出力プロセスに対し,透明性と妥当性を

担保する対話ループが構築される. 
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